
○君津市情報公開条例施行規則 

平成１６年３月３１日 

規則第２号 

改正 平成１７年３月３１日規則第２１号 

平成２４年３月３１日規則第２９号 

平成２５年３月２７日規則第９号 

平成２８年３月３０日規則第１３号 

平成３１年３月２８日規則第８号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、君津市情報公開条例（平成１６年君津市条例第１号。以下「条例」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（開示請求書） 

第２条 条例第６条第１項の規定による開示請求書の提出は、行政文書開示請求書（別記

第１号様式）により行うものとする。 

（補正を求める通知） 

第３条 条例第６条第２項の規定により開示請求者に対して開示請求の補正を求めるとき

は、行政文書開示請求書補正請求通知書（別記第２号様式）により、当該開示請求者に

通知するものとする。 

（開示請求に対する決定通知） 

第４条 条例第１１条の規定による決定の通知は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める通知書により行うものとする。 

(1) 条例第１１条第１項の規定により開示請求に係る行政文書の全部を開示するとき  

行政文書開示決定通知書（別記第３号様式） 

(2) 条例第１１条第１項の規定により開示請求に係る行政文書の一部を開示するとき  

行政文書部分開示決定通知書（別記第４号様式） 

(3) 条例第１１条第２項の規定により開示請求に係る行政文書の全部を開示しないとき  

行政文書不開示決定通知書（別記第５号様式） 

(4) 条例第１１条第２項の規定により開示請求に係る行政文書の存否を明らかしないで

当該開示請求を拒否するとき  行政文書開示請求存否応答拒否決定通知書（別記第６

号様式） 



(5) 条例第１１条第５項の規定により開示請求を拒否するとき  行政文書開示請求拒否

決定通知書（別記第７号様式） 

（開示決定等に係る期間延長通知） 

第５条 条例第１２条第２項の規定による期間延長の通知は、行政文書開示決定等期間延

長通知書（別記第８号様式）により行うものとする。 

（第三者の意見を求める通知及び第三者からの意見書） 

第６条 条例第１４条第１項及び第２項の規定による第三者の意見を求める通知は、行政

文書の開示に係る意見照会書（別記様式第９号）により行うものとする。 

２ 条例第１４条第１項及び第２項の規定による第三者からの意見書の提出は、行政文書

の開示に係る意見書（別記第１０号様式）により行うものとする。 

（第三者への開示決定の通知） 

第７条 条例第１４条第３項（条例第２０条において準用する場合を含む。）の規定によ

る反対意見書を提出した第三者への開示決定の通知は、行政文書の開示に係る結果通知

書（別記第１１号様式）により行うものとする。 

（開示の方法） 

第８条 条例第１５条に規定するフィルム又は電磁的記録に記録されている行政文書の開

示の方法は、次に掲げる方法により行うものとする。この場合において、実施機関が現

に保有するプログラム（電子計算機に対する指令であって、一の結果を得ることができ

るように組み合わされたものをいう。）及び機器の通常の用法により行うものとする。 

(1) 紙に出力したものの閲覧又は写しの交付 

(2) 機器により表示したものの閲覧又は視聴 

(3) 電磁的記録に記録されている行政文書を同一のプログラムにより光ディスクその他

市長が別に定める電磁的記録媒体に複写したものの交付 

（手数料の免除） 

第９条 条例第１７条第２項の規定により手数料を免除することができる場合は、開示を

受ける者が次の各号のいずれかに該当する者であるときとする。 

(1) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）により保護を受けている者であるとき。 

(2) 災害等不慮の事故により、生活が困難になった者であるとき。 

２ 前項の規定により手数料の免除を受けようとする者（次項において「申請者」という。）

は、行政文書開示手数料免除申請書（別紙第１２号様式）を第２条の行政文書開示請求



書と併せて提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、内容を審査し、その可否を決定し、そ

の旨を行政文書開示手数料免除決定（却下）通知書（別記第１３号様式）により、第４

条第１号又は第２号の通知書と併せて申請者に通知するものとする。 

（諮問をした通知） 

第１０条 条例第１９条第３項の規定による君津市情報公開・個人情報保護審査会に諮問

した旨の通知は、審査会諮問通知書（別記第１４号様式）により行うものとする。 

（施行状況の公表） 

第１１条 条例第３１条の規定による実施状況の公表は、市の広報紙に掲載することによ

り行うものとする。 

（出資法人） 

第１２条 条例第３２条第１項に規定する市が出資金等を出資している法人であって規則

で定めるものは、公益財団法人君津市文化振興財団とする。 

（写しの交付） 

第１３条 行政文書の開示を写しの交付により行うときは、開示請求１件につき１部（第

８条第３号に規定する複写したものの交付については、電磁的記録を複写するために必

要な枚数をいう。）を交付するものとする。 

（写しの送付に要する費用） 

第１４条 開示請求者の希望により写しを送付する場合に要する費用は、当該開示請求者

が負担するものとする。 

（委任） 

第１５条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（君津市情報公開条例施行規則の廃止） 

２ 君津市情報公開条例施行規則（平成９年君津市規則第４号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この規則の施行日前にこの規則による廃止前の施行規則に規定された請求に対する通

知その他の行為は、この規則の規定にかかわらず、なお従前の例による。 



附 則（平成１７年３月３１日規則第２１号） 

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月３１日規則第２９号） 

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２７日規則第９号） 

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３０日規則第１３号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。ただし、第１条中君津市情報公開条例

施行規則第８条及び第９条第３項の改正規定並びに第１４条の改正規定（「第９条第３号」

を「第８条第３号」に改める部分に限る。）並びに第２条中君津市個人情報保護条例施行

規則第１１条ただし書の改正規定は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３１年３月２８日規則第８号） 

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 


